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【文教・科学技術：１．少子化の進展を踏まえた予算の効率化と教育の質の向上】

KPI第２階層 KPI第１階層

○教師のICT活用指導力の向上
○ICT機器の活用による児童生徒の変容等の情
報活用能力に関する指標の設定

〇学習者用コンピュータの整備状況
○高速大容量の通信ネットワークの整備状況
○学習者用デジタル教科書の整備状況
○情報通信技術支援員（ICT支援員）の活用状況
○ICT活用指導力に関する研修を受講した教員の割
合
○統合型校務支援システムの導入率

１．政策体系の概要

２．狙い

教育の情報化の加速（主にGIGAスクール構想）に関する効果を検証し、今後の効果的な施策を検討する。

３．具体的な検証項目

政策目標：教育政策における外部資源の活用やＰＤＣＡサイクルの徹底、改革の取組や教育成果に応じた財政支援のメリハリ付けの強化
等により、少子化の進展や厳しい財政状況等の中でも、次代を担う人材育成の取組の質を向上させる。
①ＯＥＣＤ・ＰＩＳＡ調査等の各種調査における水準の維持・向上

担当府省 対象施策
工程表の
箇所

確認するエビデンス等 予定 必要なデータ例

１
文科省
内閣府

教育の情報化
の加速
（主にGIGAス
クール構想）

文教2-2
(p91･92)

どのような環境を整備すれ
ば、１人１台端末の効果的
な活用に繋がるのか

・内閣府と文科省で設置している研究会にお
いて、児童生徒の個人単位のデータを用いた
分析を実施し、年内に一定の取りまとめを行
う（参考資料１～４）
・具体的な端末の活用事例の分析に向け、個
別自治体との連携を見据えて関係機関等と調
整する。

・教育の情報化の実態等に関する調査の
データ
・全国学力・学習状況調査のデータ
・情報能力活用調査のデータ
・自治体独自の学力調査のデータ

等



【文教・科学技術：イノベーションによる歳出効率化等】

政策目標：科学技術・イノベーション政策においてエビデンスに基づく政策立案等を図りながら、官民をあげて研究開発等を推進するこ
とで、国民の生活の質の向上等に貢献する形で、Society5.0やイノベーション・エコシステムの構築等の実現を目指し、「科
学技術立国」の実現につなげる。
〇世界経済フォーラム世界競争力項目別ランキング「イノベーション力」の順位の維持・向上（2019年度は第７位）

※評価指標の変更により、順位が変動する可能性がありうる
〇被引用回数トップ10％論文数の割合の増加 (2014-16年:8.5%→2018-20:10%以上) 
〇企業等からの大学・公的研究機関への投資額※2025年度までに、大学・国立研究開発法人等への民間研究開発投資を３倍増

→「科学技術イノベーション官民投資拡大イニシアティブ」による目標値は約3,500億円（2014年度実績：1,151億円）

KPI第２階層 KPI第１階層

〇若手研究者比率の増加
○科学技術政策におけるＥＢＰＭ化が図られた
ことによる成果の創出（被引用回数トップ10％
論文数の割合の増加等）
※目標値は2022年中に検討し設定。

〇40歳未満の大学本務教員の数
※2025年までに1割増加（2019年度41,072人）
〇博士課程学生等支援など重要な項目について最新の
情報を収集・分析する
○エビデンスシステム（e-CSTI）の活用

１．政策体系の概要

２．狙い

研究力強化・若手研究者支援総合パッケージの効果検証

３．具体的な検証項目

担当府省 対象施策
工程表の
箇所

確認するエビデンス等 予定 必要なデータ例

2

CSTI（
文科
省）

研究力強化・若
手研究者支援総
合パッケージ
（参考資料１）

文教5-
1(1),(2)
(p96,97)
文教10，

15
（p101,1
02）

研究力強化・若手研究者支援総合
パッケージの推進によって、研究力
強化や望ましい研究環境の構築にど
のように寄与したのか。第６期科学
技術・イノベーション基本計画への
反映状況や評価指標・分析手法の検
討・策定状況について確認する。

博士課程学生等支援など重要な項目について最新
情報を収集し、フォローアップを継続しつつ、新
たなKPIの設定・更新等可能なものから改革工程
表に反映
（具体的な効果検証は、総合科学技術・イノベー
ション会議の評価専門調査会において実施）

進捗状況の整理
等を踏まえ必要
なデータを検討
して効果検証を
実施



【文教・科学技術：３．民間資金等の一層の活用によるスポーツの普及・発展】

KPI第２階層 KPI第１階層

○スポーツを通じた健康増進への貢献
【成人の１回30分以上の軽く汗をかく運動を週
2回以上、１年以上継続して実施する運動習慣
者の割合の増加】
〇スポーツ市場規模の拡大
【2025年までに15兆円】

〇身近なスポーツ環境の整備
幼児期から大人、障害者も含めて多様な主体が参加できる総合
型地域スポーツクラブ等の整備状況

〇スポーツを通じた健康増進
「Sport in Life」コンソーシアムにおけるスポーツを通じた健康
増進に係る取組状況（加盟団体数）

〇スポーツ健康まちづくりに取り組む自治体の状況
〇まちづくりや地域活性化の優れた拠点として選定されたスタジ
アム・アリーナ数

１．政策体系の概要

２．狙い

スポーツの振興を通じた、健康増進や地域・経済発展への寄与

３．具体的な検証項目

政策目標：東京オリンピック・パラリンピック大会のレガシーを継承し、全ての国民が気軽にスポーツできる環境を整備し、スポーツの
価値を実感できる社会を実現するとともに、民間資金等の一層の活用により、スポーツの成長産業化・地域スポーツの普及・
発展を図る。
〇スポーツ実施率の向上【成人や障害者の週１回以上のスポーツ実施率：2026年度に70％、40%】

担当府省 対象施策
工程表の
箇所

確認するエビデンス等 予定 必要なデータ例

３文科省 スポーツ政策
文教3
(p113)

〇健康
スポーツと健康の関係、ス
ポーツ実施促進の効果的な
方法等
〇経済・社会
スポーツ市場規模15兆円の
達成状況とその政策的効果
の検証

第三期基本計画を３月２５日に策定。並行し
て政策目標等の数値目標などをもとに整理さ
れたロジックモデルのイメージをもとに、
データの収集を行い、今後、令和５年度初頭
目途のFU実施に向けた準備を進める。また、
計画の中間評価年度には、成果の中間的な検
証を予定。

（健康関係）
・成人の週１回３０分以上の軽く汗をか

く運動を週２回以上、一年以上継続し
て実施する状況の変化がわかるデータ

（地方創生関係）
・スポーツ健康まちづくりに取り組む自

治体の状況の変化のわかるデータ
（経済関係）
・スポーツ市場規模の毎年の状況
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